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Ａ．研究目的 

今年度の本分担研究の目的は、第二次大戦中に
地上戦が行われ、保健・医療関連人材が極めて不
足していた戦後の沖縄で、本土復帰（1972 年）ま
でに、どのように公衆衛生看護婦（現在の保健
師、以降公看（保健師）と記す）が、離島僻地を
含めた地域にまで、結核対策を中心とした公衆衛
生活動を提供したのかを明らかにし、いかにして
沖縄におけるユニバーサルヘルスカバレッジ
（UHC）の達成に貢献したかについて検討するこ
ととした。 
 
Ｂ．研究方法 

1945 年から 1972 年までの沖縄の保健医療の状
況と結核対策を中心とした公看（保健師）の活動
に関して、既存の文献による情報収集を行い、プ
ライマリヘルスケア（PHC）の 4原則「住民ニー
ズ指向性」・「健康の公平性」・「住民の主体的参
加」・「関係者との協調」に焦点を当てて記述的分
析を行った。追加して、沖縄県公文書館に保管さ
れている USCAR 資料から、関連する情報を収集し

た。 
 

Ｃ．研究結果 
戦後の沖縄の公看（保健師）事例 

戦後、公看（保健師）は、結核対策を中心とし
た感染症対策や母子保健活動など、その時期の公
衆衛生の課題に応じた活動に優先的に取り組ん
だ。これらの活動を PHC の 4 原則で分析した結
果、以下のように整理された。 
1)公看（保健師）の駐在制度による住民のニーズ
に合った支援の提供（結核患者の家庭訪問、投
薬、服薬支援等）、 
2) 「結核予防対策暫定要項」と「結核予防法」
による結核対策に関する制度の整備と結核医療の
全額公費による経済的な支援等による健康の公平
性へのポリティカルコミットメント、 
3) 住民の主体的参加として、沖縄療友会への支
援、 
4) 関係者との協調として、福祉主事、民生委
員、区長、教員などとの協力や、離島僻地におけ
るバスや定期船などの活用があげられた。 
また、離島僻地での公看（保健師）活動を可能と
したのは、行政による公看（保健師）教育と継続
的な公看（保健師）への支援体制であった。 
 
米国民政府下での保健政策と地域保健 

米国民政府下での保健政策は、駐留する米軍軍
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研究要旨 
[背景・目的] 研究班最終年度である本年度における本分担研究の目的は、日本本土とは異なった保健行
政制度下にあった戦後の沖縄における保健行政、特に保健所機能と保健師活動、さらに公衆衛生看護婦（公
看（保健師））の事例から、結核対策を中心とした公衆衛生活動を調査し、いかにして戦後の沖縄におけ
るユニバーサルヘルスカバレッジ（UHC）の達成に貢献したかを検討することとした。 
[方法] 1945年から1972年までの沖縄における保健医療の状況と結核対策を中心とした公衆衛生看護婦
（現在の保健師、以降公看（保健師））の活動に関して、既存の文献による情報収集を行い、プライマリ
ヘルスケア（PHC）の4原則「住民ニーズ指向性」・「健康の公平性」・「住民の主体的参加」・「関係者
との協調」に焦点を当て分析を行った。さらに、沖縄県公文書館にて関連するUSCAR資料を収集・整理し、
補足情報とした。 
[結果] 戦後の沖縄における公看（保健師）は、結核対策を中心とした感染症対策や母子保健活動など、
その時期の公衆衛生の課題に応じた活動に取り組んだ。これらの活動はPHCの4原則に整理することがで
き、PHC拡大の役割を担った。また、当時日本の保健行政制度下ではなかった沖縄においても、保健所、特
に保健師は住民と保健行政との直接的な橋渡しの役割を果たしていた。 
[考察・結論] 沖縄においては保健所機能、公看（保健師）の役割が地域保健の充実・拡大に寄与してお
り、特に戦後まもなくの保健所業務の中核であった結核治療と対策が、保健所機能の整備・充実に重要で
あったと考えられた。また、住民のニーズを聞く公看（保健師）の役割が、地域の保健強化、ひいては UHC
強化に寄与したと考えられた。 
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人の健康、特に性病対策が急務であったことから
始まった。一方、世界対戦終了下の民主主義思
想、人道主義思想から米国民政府下の軍医や医療
専門家が、米軍政策を他の疾病にも広げるかたち
で民間住民に浸透させていくようになり、これが
保健所の設置へとつながっていった。しかし、こ
れらは、あくまで米軍主導のなかの政策であった
ため、物的、人員的にも不足があった。 

戦後の沖縄の結核は、患者数こそ沖縄戦や戦後
の混乱で減少していたものの、死亡率は上昇を示
していた。米軍は、このような沖縄の結核の現状
も含め、極東地域の結核蔓延の脅威については認
識があり、1953 年に「極東の結核に関する会議」
を開催している。米軍が駐留していた韓国、台
湾、沖縄等の結核政策が、このように米軍の政策
の影響が及んでいたことの可能性は否定できな
い。 

このような背景のもとに成立した沖縄の保健所
制度であったが、地域保健の担い手としての役割
は大きいものがあった。戦後の教育普及のもと、
住民の一般衛生思想が高まると、その受け口が保
健所となっていたことがが伺われる。当時の沖縄
の保健所は人員不足もあり、担当疾病が分担され
ていた。当時、主に寄生虫対策が担当であった北
部保健所の保健師の回想によると、来所する住民
の多くが結核であったということである。 

1954 年には、沖縄で「結核予防対策暫定要綱」
が作成されている。この要綱に基づいて、住民健
診も積極的に実施され、発見される結核患者数も
増加した。当初、結核患者の早期発見・早期治療
により結核病床の回転率が効率的になる、との考
えで軽症患者が優先的に入院治療となった。しか
し、住民健診による発見患者数の増加により、結
核病床数は不足し、病床待ちで重症化して入院で
きなくなる患者も増えた。この打開策として打ち
出されのが結核患者の在宅治療であり、それを支
えたのが保健所であった。 

1961 年当時の公看（保健師）の訪問事業は、約
90%が結核であった。結核予防対策暫定要綱の中
の在宅治療には、「保健婦が十分管理できるも
の」という項目が含まれ、まさしく当時の結核対
策は保健所が支えてきたことがうかがわれる。ま
た、在宅治療は無料で行なわれたため、当時の公
看（保健師）は、一人でも多くの患者を在宅治療
に入れようと苦心していた記録が残っている。こ
れは日本の保健行政制度下ではなかった沖縄にお
いても、保健所、特に公看（保健師）が、住民と
保健行政との直接的な橋渡しの役割を果たしてい
たことがわかる記録である。 

このように、沖縄では米国軍人の性病対策によ
り開始された保健所制度ではあったが、住民のニ
ーズに答えるかたちで、まずは感染症治療の中心
的役割を果たすものに変化をした。その感染症の

大部分は結核であった。その後、役割を予防へと
うつし、現在は総合保健へと変化した。 
 
Ｄ．考察 
日本の保健制度下ではなく、米国民政府下の沖

縄においても保健所が地域保健の担い手として、
重要な役割を果たしていた。特に、日本の保健所
制度と大きく違う点は、結核の在宅治療という治
療の役割を担っていた点があげられる。これは公
看（保健師）の訪問事業のほとんどが結核患者の
ケアであり、したがって本土よりも結核対策自体
が保健所機能の根幹部分を支えてきたとも言え
る。 
また、沖縄の公看（保健師）が地域住民と保健

行政の橋渡しを果したこと、特に結核の在宅治療
を行なった沖縄の保健所では、より直接的にその
役割を果したことが、記録により示唆された。 
米国民政府は沖縄復興までを自らの責任とみて

いたこともあり、戦前の水準に近付くにつれ経済
的援助を削減していった。保健所の公衆衛生業務
については、予算がなお付いていたようだが、資
源の不足は明らかであった。その状況を反映し
て、1960 年代には、結核患者の本土送り出しを開
始している記録が残っている。このように、結核
対策においては、当時から本土との交流があった
ことは確かであるが、BCG 予防接種政策や治療政
策に違いがあった。それぞれの政策がどのように
影響し合っていたのかについては、今後の検討課
題である。 
沖縄の UHC という面では、本土に復帰前の沖縄

の精神衛生対策の成功があげられる。措置入院以
外にも公的医療機関での治療は全額公費負担であ
り、本土よりも進んだ政策であった。現在、精神
衛生は日本の保健所の主要業務であり、この沖縄
の精神衛生対策と保健所機能の関係についての検
討も今後の課題である。 
 
Ｅ．結論 

沖縄における公看（保健師）に対する行政によ
る継続的教育や支援体制は、地方での彼らの活動
を支える重要な役割を果たしており、第二次大戦
後の沖縄における UHC 普及のためには、公看（保
健師）の活動と彼らの活動を支える支援体制が寄
与していたと考えられた。 

公看（保健師）が、住民により近い場所で、そ
のニーズに応じた保健・医療サービスを提供した
ことは、限られた人的・物的資源の中で、質の高
い保健・医療サービスへの住民のアクセスを改善
するための一方策として、UHC 普及を目指す国に
おいて、沖縄の経験を生かすことが出来ると考え
られた。 
 
Ｆ．研究発表 
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